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表紙*電子提供措置用・アクセス通知用*

第72期

定時株主総会
招集ご通知 本招集通知は、パソコン・

スマートフォンでも主要な 
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/9890/

株式会社 マ キ ヤ

証券コード　9890

開催情報
日時　2024年６月27日（木曜日）

受付開始　午前９時30分　開会　午前10時

場所　静岡県沼津市上土町100番地の１
沼津リバーサイドホテル　４階 シャングリラ

決議事項
第１号議案　取締役８名選任の件
第２号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与に関する報酬額等及び内

容の決定の件
第３号議案　役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打切り支給の件
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株主各位

(証券コード9890)
（発送日）2024年６月11日

（電子提供措置開始日）2024年６月６日
株 主 各 位

静 岡 県 沼 津 市 三 枚 橋 字 竹 の 岬 7 0 9 番 地 の １
( 連 絡 先 　 静 岡 県 富 士 市 大 渕 2 3 7 3 番 地 )

株 式 会 社 　 マ 　 キ 　 ヤ
代表取締役社長執行役員 早 川 　 紀 行

当社ウェブサイト　　https://www.makiya-group.co.jp/ir/

株主総会資料掲載ウェブサイト　　https://d.sokai.jp/9890/teiji/

第72期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第72期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（ウェブサイト内の「株主総会・事業報告書」を選択いただき、ご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただき、後記の「議決権行使につ
いてのご案内」をご確認のうえ、2024年６月26日（水曜日）午後６時30分までに議決権を行使
してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2024年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 静岡県沼津市上土町100番地の１

沼津リバーサイドホテル　４階 シャングリラ

報 告 事 項 １．第72期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)
事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第72期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与に関する報酬額等

及び内容の決定の件
第３号議案 役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打切り支給の件

記

３．会議の目的事項

４．議決権行使についてのご案内
３、４ページに記載の「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

以　上

１.当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

２.電子提供措置事項に修正が生じた場合は上記インターネット上の当社ウェブサイト及び株主総会資料掲載ウ
ェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決
権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご
提出ください。

次ページの案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示のうえ、ご返送くだ
さい。

日　時 行使期限 行使期限

2024年６月27日（木曜日）
午前10時（受付開始:午前9時30分）

2024年６月26日（水曜日）
午後６時30分入力完了分まで

2024年６月26日（水曜日）
午後６時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２・３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

・インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議
決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示
があったものとしてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 4 －
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況

( 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで )

（添付書類）
事　 業　 報　 告

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

当連結会計年度における日本経済は、サービス消費やインバウンド消費が正常化し、雇
用・所得環境が改善する下で緩やかに回復したものの、ウクライナや中東での地政学的リス
クや海外経済の減速等の懸念もあり、先行きの不透明な状況となっております。

当小売業界におきましては、地方で深刻化する「少子高齢化と人口減少」、社会保障費負
担等の増加やインフレ物価高による「可処分所得の減少」、競合店の出店やｅコマースの拡
大等による「価格競争の激化」、原料供給側に起因するコストプッシュ型のインフレによる
「消費者マインドの低下」等、依然として厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況の中、当社グループは、『お客様の「毎日の生活」を、より豊かに、楽し
く、健康で、快適にする、「より良い商品」を、「安心の価格（価値価格の安さ）」と「温か
いサービス」でご提供し、社会に貢献する、「働き易い、高収益企業」になる』という新し
い経営理念のもと、経営基盤の強化と企業価値の向上のため、中長期経営計画『ＭＡＰ３』
（Makiya-group Advancing Profit 3）に基づき、その経営改革目標（「ロス額」の削減、
「値入率」の改善、「生産性」の改善）の達成に向け、①「商品力・品揃え」の徹底強化、
②「安心安価ＥＤＬＰ（エブリディロープライス）」の実践とＰＢ（プライベート・ブラン
ド）・ＬＢ（ローカル・ブランド）の販売強化、③「ロス額」削減と「過剰在庫・死に筋在
庫」の撲滅、④「品薄・欠品」の撲滅とボリューム陳列、⑤「作業改革」で「働き方」改革
の推進、を重点実践テーマとして取り組んでまいりました。

２月には、Ａｍａｚｏｎ、楽天市場、Ｙａｈｏｏ！ショッピングのインターネットモール
にてＥＣ事業を営む㈱ユージュアル（東京都台東区）等の株式を100％取得し、完全子会社
化いたしました。当社グループが展開する店舗小売事業とユージュアルグループが展開する
ＥＣ事業の融合によるシナジー効果により、顧客マーケットの拡大、新たな仕入ルートの開
拓による商品力強化、顧客の囲い込みによる収益性の拡大、新たな事業参入による経営リス
クの分散化等、当社グループ並びにユージュアルグループのそれぞれの事業拡大による経営
基盤の強化が図れるものと確信しております。

－ 5 －
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況

課題 施策 内容

環境

太 陽 光 発
電

新たに５店舗の屋根に太陽光パネルを設置し、全８店舗で消費
電力の一部に再生可能エネルギーを活用。

資金調達
日本生命保険相互会社と食品廃棄率・CO2排出量の削減をサス
テナビリティ・パフォーマンスターゲットとするサステナビリ
ティ・リンク・ローン契約を締結。

社会

寄付
静岡市へ福祉車両１台を寄贈。
令和６年能登半島地震被災者への災害復興支援のため、義援金
５百万円とお客様からの募金２百万円を寄付。

ス ポ ー ツ
振興

企業版ふるさと納税制度を利用し、静岡市プロスポーツチーム
等連携プロジェクトを通じて静岡県初のプロ野球チーム「くふ
うハヤテベンチャーズ静岡」へ協賛することにより地域スポー
ツの振興に貢献。

人的資本 賃上げ

2024年度春季労使交渉にて、物価高騰などの可処分所得の減少
による個人生活への影響を熟慮し、労働組合要求の満額以上に
て労使合意。初任給の大幅UP(20.1%増)、正社員一人当たり月
額平均6.9％UPなどで妥結。

区　　分 店　　舗　　名 年　月 備　　　考

改　　装 エスポット駿東店
（静岡県駿東郡清水町） 2023年４月 売場最新化

改　　装 ポテト粟倉店
（静岡県富士宮市） 2023年５月 売場最新化

改　　装 エスポット裾野店
（静岡県裾野市） 2023年６月 売場最新化、ドラッグの

導入

改　　装 エスポット函南店
（静岡県田方郡函南町） 2023年７月 売場最新化、ドラッグの

導入

改　　装 マミー原町店
（静岡県沼津市） 2023年８月 売場最新化

改　　装 エスポット湯河原店
（神奈川県足柄下郡湯河原町） 2023年10月 売場最新化

また、当社グループは、持続可能な社会の実現を目指し、サステナビリティ推進委員会を
設置し、サステナビリティに関する諸課題の解決に取り組んでおります。当連結会計年度の
実施施策は以下のとおりであります。

企業価値向上への取り組みといたしましては、ＰＢＲ（株価純資産倍率）改善対策の一環
として、ＩＲにも注力してまいりました。企業情報の発信の充実を図り、１月より月次売上
速報の開示を開始いたしました。

なお、当連結会計年度の店舗施策につきましては、以下のとおりであります。

－ 6 －
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況

区　　分 店　　舗　　名 年　月 備　　　考

開　　店 業務スーパー清水町徳倉店
（静岡県駿東郡清水町） 2023年10月 新規開店

開　　店 業務スーパー浜松芳川店
（静岡県浜松市中央区） 2023年11月 新規開店

以上の結果、当連結会計年度の業績は、営業収益は77,334百万円（前期比8.0％増）、営
業利益は2,227百万円（前期比36.2％増）、経常利益は2,396百万円（前期比32.2％増）、親
会社株主に帰属する当期純利益は1,454百万円（前期比22.5％増）で増収増益となりまし
た。なお、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、過去最高益を達成しておりま
す。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
①小売業

営業収益は76,919百万円（前期比8.1％増）となりました。これは食品等の値上げ、ＥＤ
ＬＰ（エブリディロープライス）の実践による価格戦略、ＰＢ・ＬＢ商品の販売強化等によ
るものであり、「フード（食品）」部門につきましては、「エスポット（フード）」、「ポテト・
マミー」、「業務スーパー」の全ての業態で増収となり、生鮮食品、日配食品、加工食品のい
ずれも引き続き好調に推移した結果、前期比9.7％増となりました。「ノンフード（非食
品）」部門につきましても、ＨＢＣ（ヘルス＆ビューティーケア）商品及びリユース事業が
順調に推移し、前期比2.1％増となりました。

営業利益は2,461百万円（前期比30.3％増）となりました。経費面においては物流コスト
の上昇や給与のベースアップ等による人件費コストの増加があったものの、売上高の増加に
伴う売上総利益額の増加、「作業改革」により生産性が向上したこと、電力消費量の削減対
策及び政府の激変緩和措置等による電力料金単価の引き下げにより水道光熱費が減少したこ
と等により経費率が0.6％改善したこと等によるものであります。

②不動産賃貸事業
営業収益は415百万円（前期比4.0％減）、営業利益は152百万円（前期比1.1％減）となり

ました。

エスポット２店舗　改装費用 403百万円
業務スーパー２店舗　新規開店設備費用 254百万円
店舗駐車場用土地取得費用 181百万円

⑵　設備投資の状況
当連結会計年度に実施いたしました設備投資の額は、小売業が1,563百万円、不動産賃貸事

業が14百万円、全社資産が119百万円で総額1,698百万円の設備投資を実施いたしました。主
なものは次のとおりであります。
小売業
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資金調達の状況、対処すべき課題

⑶　資金調達の状況
当連結会計年度において、環境的・社会的に持続可能な経済活動や成長を促進することを目
指し、食品廃棄率・CO2排出量の削減をサステナビリティ・パフォーマンスターゲットとす
るサステナビリティ・リンク・ローン契約を日本生命保険相互会社と締結し、100百万円の資
金調達を行っております。

⑷　対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、気候変動により増加する「自然災害」のリスク、地方

で深刻化する「少子高齢化と人口減少」、社会保障費負担等の増加やインフレ物価高による生
活コストの増大が招く「可処分所得の減少」、オーバーストア化や安さを訴求する競合店の増
加による「競争の激化」、インフレ（物価高）による「消費者マインドの低下」といった問題
に直面することになります。
このような環境の中、当社グループは、お客様に喜ばれる「品揃え」・「品質」・「価格」・「売
り方」・「サービス」・「生産性」の磨き上げで、「ロス額」の削減、「値入率」の改善、「生産
性」の改善の実現に取り組んでまいります。そのために、
①、「ＥＤＬＰ（エブリディロープライス）」の徹底とＰＢ（プライベート・ブランド）・Ｌ
Ｂ（ローカル・ブランド）の販売強化

②、「欠品・品薄」の撲滅とフェイスアップ・ボリューム陳列
③、「鮮度チェック」の徹底と「ロス額」の削減
④、「過剰在庫・死に筋商品・デッドストック」の発見と撲滅
⑤、「集中作業」の実践と「働き方」改革の推進
を重点実施テーマとし、経営基盤の強化と企業価値の向上を図ってまいります。
ＥＣ事業におきましては、担当する㈱ユージュアルとの連携強化によりグループシナジーを
高め、事業拡大を推進してまいります。

翌連結会計年度の業績見通しは、売上高86,900百万円（前期比13.3％増）、営業利益2,260
百万円（前期比1.4％増）、経常利益2,410百万円（前期比0.6％増）、親会社株主に帰属する当
期純利益1,500百万円（前期比3.1％増）を見込んでおります。
売上高につきましては、「フード（食品）」部門を中心に引き続き好調に推移する見通しであ
ることと、新連結子会社の売上高寄与により増収となる見込みであります。
一方、経費面におきましては、エスポット新横浜店の全面大改装による、改装一時経費の発
生や、電気料単価の上昇による水道光熱費の増加、賃上げ等による人件費の増加が想定される
ため、営業利益及び経常利益は微増となる見込みであります。
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財産及び損益の状況の推移、重要な子会社の状況、主要な事業内容

区 分 第　69　期
2021年３月期

第　70　期
2022年３月期

第　71　期
2023年３月期

第　72　期
( 当 連 結 会 計 年 度 )

2024年３月期

営 業 収 益 （百万円） 75,764 69,197 71,584 77,334

経 常 利 益 （百万円） 2,458 1,815 1,812 2,396
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 1,400 1,331 1,187 1,454

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円） 140.29 133.32 118.91 145.66

総 資 産 （百万円） 32,617 32,169 33,499 38,093

純 資 産 （百万円） 15,468 16,717 17,780 19,369

⑸　財産及び損益の状況の推移

（注）⒈　営業収益は、売上高及び営業収入の合計額であります。
⒉　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
⒊　記載金額には消費税等は含まれておりません。
⒋　第70期の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し

ております。これに伴い、第70期における営業収益は、第69期と比較して大きく減少しております。

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 Ｍ Ｋ ・ サ ー ビ ス 10,000千円 100％
惣菜製造
グループ内物流業務
精肉プロセスセンター等の運営

株 式 会 社 ユ ー ジ ュ ア ル 1,500千円 100％ 総合ＥＣ小売
自社商品の企画・販売

⑹　重要な子会社の状況

⑺　主要な事業内容
（2024年３月31日現在）

当社グループは、主要事業である生鮮食品・加工食品・生活雑貨・家電製品・ＤＩＹ・ペッ
ト・レジャー用品などバラエティーに富んだ商品を販売する総合ディスカウント店（エスポッ
ト）、食品スーパー（ポテト・マミー）、業務用食料品販売店（業務スーパー）、リユースシ
ョップ（ハードオフ）、インテリアショップ（エ・コモード）、100円均一ショップ（ダイソ
ー）の運営を行う「小売業」、所有不動産等の賃貸事業等を行う「不動産賃貸事業」及びイン
ターネットモール等において商品を販売する「ＥＣ事業」を展開しております。

－ 9 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

主要拠点等

区 分 静 岡 県 神 奈 川 県 山 梨 県 埼 玉 県

総 合 デ ィ ス
カ ウ ン ト 店
「 エ ス ポ ッ ト 」
（21　店　舗）

藤枝店
静岡駅南店
静岡千代田店
静岡東店
清水天王店
富士宮店
富士松岡店
富士店

新富士駅南店
沼津駅北店
駿東店
長泉店
裾野店
御殿場店
函南店
韮山店

湯河原店
小田原シティモー
ル店
伊勢原店
淵野辺店
新横浜店

― ―

食 品 ス ー パ ー
「 ポ テ ト 」
（10　店　舗）

「 マ ミ ー 」
（４　店　舗）

淀川店
松野店
野中店
城山店
粟倉店

岩本店
森島店
中里店
錦田店
小山店

― ― ―

広見店
原町店

三園店
二枚橋店 ― ― ―

業務用食料品販売店
「業務スーパー」
（51　店　舗）

浜松小豆餅店
浜松相生店
浜松芳川店
浜松原島店
磐田店
袋井店
御前崎店
島田店
藤枝緑町店
焼津店
静岡田町店
静岡東新田店
静岡千代田店
草薙店
清水店
清水駒越店
三園平店
富士宮店

厚原店
吉原今泉店
大渕中野店
西沢田店
沼津錦町店
大岡沼津店
清水町徳倉店
三島南店
三島店
裾野店
修善寺店
御殿場店
伊豆下田店
函南店
熱海店
伊東店
伊東吉田店

小田原成田店
真田店

韮崎店
南アルプス店
甲府昭和店
甲府湯村店
里吉店
アクロス山梨店
富士吉田店

小鹿野店
上里店
寄居店
嵐山店
新座石神店
与野店
川口八幡木店

リユースショップ
「 ハ ー ド オ フ 」
（６　店　舗）

静岡東店
富士店
富士宮ひばりが
丘店

沼津原町店
沼津店
三島店 ― ― ―

⑻　主要拠点等
（2024年３月31日現在）

株式会社マキヤ　……　本社　：　静岡県沼津市(※)
店舗　：　103店舗

（注）上記の他に、100円均一ショップ「ダイソー」を8店舗、インテリアショップ「エ・コモード」を３店舗展開し
ております。

※なお、同所は登記上の所在地であり、本部機能は静岡県富士市であります。
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従業員の状況、主要な借入先の状況

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

小 売 業 417名（1,553名） ６名減（33名増）

不 動 産 賃 貸 事 業 －名（－名） －名増（－名増）

Ｅ Ｃ 事 業 49名（43名） 49名増（43名増）

全 社 （ 共 通 ） 27名（18名） １名増（2名減）

合 計 493名（1,614名） 44名増（74名増）

⑼　従業員の状況
（2024年３月31日現在）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（パートタイマー及びアルバイトを含む）は、年間の平均人員
（１日８時間換算）を（）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に属しているものであります。
３．不動産賃貸事業につきましては、全社（共通）の従業員が兼務しております。
４．EC事業につきましては、㈱ユージュアル等が連結子会社となったことにより、前連結会計年度末に比べ

「従業員数」が49名、「臨時従業員数」が43名それぞれ増加しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 　 静 岡 銀 行 1,347百万円

株 式 会 社 　 三 菱 U F J 銀 行 1,291百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 　 株 式 会 社 1,222百万円

株 式 会 社 　 三 井 住 友 銀 行 503百万円

ス ル ガ 銀 行 　 株 式 会 社 434百万円

株 式 会 社 　 み ず ほ 銀 行 383百万円

株 式 会 社 　 横 浜 銀 行 195百万円

日 本 生 命 保 険 　 相 互 会 社 136百万円

明 治 安 田 生 命 保 険 　 相 互 会 社 42百万円

東 京 シ テ ィ 　 信 用 金 庫 ６百万円

⑽　主要な借入先の状況
　（2024年３月31日現在）
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会社の株式に関する事項

⑴　発行済株式の総数 9,983,292株（自己株式　556,908株を除く。）

⑵　株主数 4,160名（前期末比　78名増）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 　 マ キ リ 4,343千株 43.5%

マ キ ヤ 取 引 先 持 株 会 703千株 7.1%

公 益 財 団 法 人 　 マ キ ヤ 奨 学 会 700千株 7.0%

株 式 会 社 　 静 岡 銀 行 495千株 5.0%

ス ル ガ 銀 行 　 株 式 会 社 489千株 4.9%

矢 部 伸 泰 128千株 1.3%

明 治 安 田 生 命 保 険 　 相 互 会 社 114千株 1.1%

万 葉 倶 楽 部 　 株 式 会 社 103千株 1.0%

矢 部 利 久 93千株 0.9%

矢 部 明 子 73千株 0.7%

⒉　会社の株式に関する事項
　（2024年３月31日現在）

⑶　大株主の状況

（注）　自己株式については、上記大株主から除いております。また、持株比率は自己株式を控除して計算しておりま
す。

⑷　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

（2024年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 川 原 﨑 　 康 　 雄 (公財)マキヤ奨学会理事長、㈱ユージュアル取締役

代 表 取 締 役 社 長 早 川 紀 行 執行役員営業本部長、㈱ＭＫ・サービス代表取締役社
長、㈱ユージュアル取締役

常 務 取 締 役 竹 島 　 剛 執行役員管理本部長兼経理・財務部長、㈱ユージュアル
監査役

取 締 役 篠 原 忠 夫 執行役員企画開発部長

取 締 役 佐 藤 　 学 執行役員人事部長兼総務部長

取 締 役 向 　 眞 生 公認会計士向眞生事務所

取 締 役 阪 口 裕 司

取 締 役 竹 川 英 辰 竹川・鈴木法律事務所

常 勤 監 査 役 山 梨 正 人 ㈱ＭＫ・サービス監査役

監 査 役 加 部 利 明

監 査 役 清 川 　 修

⒊　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況

（注）
⒈　取締役 向　眞生氏、阪口裕司氏及び竹川英辰氏は社外取締役であります。
⒉　監査役 山梨正人氏、加部利明氏及び清川　修氏は社外監査役であります。
⒊・取締役 向　眞生氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
　・取締役 阪口裕司氏は、外食産業の上場企業役付取締役として長年企業経営に携わり、経営企画・人事総

務・コーポレートガバナンスに関する相当程度の知見を有するものであります。
　・取締役 竹川英辰氏は、弁護士の資格を有しており、法務及びコンプライアンスに関する相当程度の知見を

有するものであります。
　・監査役 山梨正人氏は、上場企業に長く籍を置くと同時に、上席執行役員管理本部長として総務人事、経

理、情報システム部門等を管掌され、企業経営全般に亘る客観的な視点や財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

⒋　2023年６月29日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって、幸山秀明氏は取締役を退任いたしました。
なお、退任時における重要な兼職は静岡富士法律事務所でありました。

⒌　2023年６月29日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって、湯山勝博氏は監査役を辞任いたしました。
⒍　2023年６月29日付で、竹島　剛氏は常務取締役に就任いたしました。
⒎　2024年２月26日付で、川原﨑康雄氏及び早川紀行氏は㈱ユージュアル取締役に就任いたしました。
⒏　2024年２月26日付で、竹島　剛氏は㈱ユージュアル監査役に就任いたしました。
⒐　当社は、取締役 向　眞生氏、阪口裕司氏、竹川英辰氏及び監査役 山梨正人氏を株式会社東京証券取引所が

定める独立役員として同取引所に届け出ております。

－ 13 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

⑵　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役・各社外監査役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。この契約に基づく損害賠償責
任の限度額は金200万円または法令が規定する最低責任限度額のいずれか高い額としており
ます。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で、取締役及び監査役並びに執行役員全員を被保険者として、会

社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
・填補される損害範囲の概要

被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するも
のであり、１年毎に契約更新しております。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違
法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の
適正性が損なわれないように措置を講じております。

・保険料の負担方法
保険料は全額会社負担としております。

⑷　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2022年６月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容の決

定方針を決議しております。
取締役会は、当事業年度において、取締役の個人別の報酬等が当該決定方針において定め

る基準額または算式に基づき決定されたことを確認したことから、当事業年度の取締役の個
人別の報酬等の内容が当該決定方針に沿うものであると判断しております。

当社の役員の報酬等は、企業価値の継続向上を目的として、業績連動性を強化することに
より、役員の業績への貢献意欲の向上を図ることと、報酬の決定プロセスが公正であり、客
観性の高いものであることを基本方針としております。

①　基本報酬
取締役（社外取締役を除く。）の基本報酬は、当社の取締役会で決議された「役員報酬内

規」に定める役位別報酬の基準額に基づき決定するものとし、代表取締役会長川原﨑康雄に
決定を一任する旨を取締役会にて決定しております。

なお、当該基準額は、代表権を有する取締役は定額基準、代表権を有しない取締役は役位
別に上限額と下限額を定めております。

社外取締役の基本報酬は、「役員報酬内規」に定める社外取締役の定額基準額に基づき、
取締役会にて協議して決定しております。

監査役の基本報酬は、「役員報酬内規」に定める常勤監査役または非常勤監査役の定額基
準額に基づき、監査役の協議により決定しております。

－ 14 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

②　業績連動報酬
取締役（社外取締役を除く。）の業績連動報酬として、従業員賞与評価基準に準じて、各

四半期ごとに賞与を支給しております。当社は、企業の収益力と成長性を評価する基準とし
て、管理会計上の経常利益の予算達成率を重要な指標の一つとして捉えており、以下の算式
に基づいて決定しております。

各四半期ごとの賞与支給額
基本報酬（月額）×75％×業績係数（※１）×賞与考課係数（※２）

※１．業績係数は、各四半期ごとの管理会計上の経常利益の予算達成率に基づいて上限
1.20～下限0.80の範囲内で算定しております。

※２．賞与考課係数は、各四半期ごとの経常利益の前年比、業績への寄与度及び貢献度等
を個別に評価したものであり、上限1.20～下限0.80の範囲内で算定しております。

社外取締役及び監査役は、経営への監督機能を有効に機能させるため、賞与は支給してお
りません。

③　退職慰労金
当社の取締役会で決議された「役員退職慰労金内規」に定める算定方法に基づき、取締役

については取締役会、監査役については監査役の協議により決定しております。

⑸　役員報酬等の額の決定の委任に関する事項
当社は、取締役会の決議に基づき、代表取締役会長川原﨑康雄氏に対し、取締役（社外取

締役を除く。）の基本報酬及び業績連動報酬の個人別の具体的な報酬額の決定を委任してお
ります。その理由は、代表取締役会長が、当社全体の業績を俯瞰しつつ取締役（社外取締役
を除く。）の業績を評価して報酬の内容を決定するのに最も適していると考えたためであり
ます。

なお、2024年４月22日開催の取締役会において、取締役の報酬等の決定における客観
性・合理性を確保するため、指名・報酬委員会を設置することを決議し、同日以後の取締役
の個人別の具体的な報酬額の決定方法は、指名・報酬委員会において審議を経たうえで、取
締役会において当該審議内容を尊重して決議することとしております。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
非金銭報酬等

対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
（うち社外取締役）

110,355
（8,810）

78,357
（8,250）

20,898
（－）

11,100
（560）

－
（－）

9
（4）

監査役
（うち社外監査役）

13,530
（13,530）

12,450
（12,450）

－
（－）

1,080
（1,080）

－
（－）

4
（4）

合計
（うち社外役員）

123,885
（22,340）

90,807
（20,700）

20,898
（－）

12,180
（1,640）

－
（－）

13
（8）

期間 経常利益
社内予算達成率 業績係数 賞与考課

係数
第１四半期 131.5％ 1.16 1.00～1.10

第２四半期 146.3％ 1.20 1.00～1.10

第３四半期 121.5％ 1.11 1.00～1.10

第４四半期 141.0％ 1.20 1.00～1.10

⑹　取締役及び監査役の報酬等の総額等

（注）⒈　当社は、業績連動報酬として取締役（社外取締役を除く。）に対して管理会計上の経常利益の予算達成
率を指標として四半期ごとに賞与を支給しております。当事業年度における四半期ごとの基準となった管
理会計上の経常利益の社内予算達成率の推移は、以下のとおりであります。

⒉　取締役の報酬限度額は2007年６月28日開催の第55期定時株主総会において年額２億円以内と決議いただ
いております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち、社外取締役は０名）です。

⒊　監査役の報酬限度額は1990年６月27日開催の第38期定時株主総会において月額２百万円以内と決議いた
だいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は２名です。

⒋　上記退職慰労金額は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額であります。
⒌　上記支給額のほか、2023年６月29日開催の第71期定時株主総会の決議に基づき、同総会終結の時をもっ

て退任した取締役及び監査役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
取締役１名　  800千円（うち社外取締役１名　  800千円）
監査役１名　2,400千円（うち社外監査役１名　2,400千円）
合　計２名　3,200千円（うち社外役員　２名　3,200千円）
（各金額には、上記退職慰労金額及び過年度の事業報告において取締役及び監査役の報酬等の総額に含

めた役員退職慰労引当金繰入額として、取締役１名800千円（うち社外取締役１名800千円）、監査
役１名2,400千円（うち社外監査役１名2,400千円）が含まれております。）
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氏 名 当事業年度における
主な活動状況等

向 　 眞 生
当事業年度に開催された取締役会に17回出席し、会計専門家として、財務・会計に関
する専門的な知識に基づき、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点で、議
案に関する質問や意見等の発言を行うとともに、当社経営に対する適切な助言や指
導、監督を行っております。

阪 口 裕 司
2023年６月29日就任以降に開催された取締役会に13回出席し、経営企画・人事総
務・コーポレートガバナンスに関する専門的な知識に基づき、業務執行を行う経営陣
から独立した客観的な視点で、議案に関する質問や意見等の発言を行うとともに、当
社経営に対する適切な助言や指導、監督を行っております。

竹 川 英 辰
2023年６月29日就任以降に開催された取締役会に12回出席し、法律専門家として、
法務及びコンプライアンスに関する専門的な知識に基づき、業務執行を行う経営陣か
ら独立した客観的な視点で、議案に関する質問や意見等の発言を行うとともに、当社
経営に対する適切な助言や指導、監督を行っております。

山 梨 正 人
2023年６月29日就任以降に開催された取締役会に13回及び監査役会に13回出席し、
企業経営全般に亘る経験と見地から、議案に関する意見や質問等の発言を行っており
ます。

加 部 利 明 当事業年度に開催された取締役会に17回及び監査役会に17回出席し、主に財務・経営
企画面の経験と見地から、議案に関する意見や質問等の発言を行っております。

清 川 　 修 当事業年度に開催された取締役会に17回及び監査役会に17回出席し、主に経理・経営
企画面の経験と見地から、議案に関する意見や質問等の発言を行っております。

⑺　社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については、「⑴　取締役及び監査役の状
況」に記載のとおりであります。

なお、兼職先である法人等と当社との間に特別な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況等

（注）１．当事業年度における取締役会の開催回数は17回、監査役会の開催回数は17回であります。
２．取締役 阪口裕司氏、竹川英辰氏及び監査役 山梨正人氏は、2023年６月29日開催の第71期定時株主総会

において新たに選任されたため、取締役会及び監査役会の開催回数が他の社外取締役及び社外監査役と異な
ります。なお、諸氏の就任後の当事業年度における取締役会の開催回数は13回、監査役会の開催回数は13
回であります。
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①公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 30,000千円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000千円

⒋　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

アーク有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）⒈　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計金額を記載し
ております。

⒉　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
いたしました。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

⒌　業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の概要は以下の
とおりです。（最終改定日　2017年３月28日）
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ　コンプライアンス体制の基礎として「マキヤグループ行動規程」「コンプライアンス規
程」「内部通報規程」を定め、その体制の整備と維持及び徹底を図るための教育・研修等
を行う。
ロ　内部統制監査室は総務部と連携し、コンプライアンスの状況を監査するとともに、定期
的に取締役会及び監査役会に報告する。
ハ　法的・倫理的問題の早期発見・是正を目的として、総務部内に「コンプライアンス室」
を設置する。

－ 18 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　「文書管理規程」の定めに従い、取締役の職務執行に係る情報を「書面」または「電磁
的媒体」に記録し、適切に保存・管理する。
ロ　上記情報の保存期間は、法令に別段の定めがない限り、「文書管理規程」の定めに従
う。
ハ　取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。
③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　「リスク管理規程」の定めに従い、個々のリスクにおける管理責任者を決定し、速やか
に対処するリスク管理体制を構築する。
ロ　不測の事態の発生時は、「緊急事態対策規程」の定めに従い、社長を室長とする「緊急
事態対策室」を設置し、迅速な対応を行うことで、損害拡大の防止に努め、これを最小限
に止める体制を構築する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ　当社は、月１回、「取締役会」を開催するほか、必要に応じて、「臨時取締役会」を開
催するとともに、当社の経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、事前に取締
役、各部部長及び常勤監査役によって構成される「経営会議」において議論し、その審議
を経て、「取締役会」にて決議する。
ロ　取締役会の決定に基づく業務執行、職責の範囲及び執行手続等の詳細については、「組
織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」の定めに従い、実行する。

⑤　当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ　当社グループにおける業務の適正を確保するため、「マキヤグループ行動規程」「コン
プライアンス規程」「内部通報規程」を定め、その体制の整備と維持及び徹底を図るため
の教育・研修等を行う。
ロ　グループ企業全体に及ぶ会議体を運営し、当社グループ間の情報共有化と職務執行を管
理する。
ハ　当社は、「関係会社管理規程」の定めに従い、子会社に対し、その業務の執行状況や意
思決定事項等の事前報告を義務付ける。
ニ　当社のグループ間取引については、法令・会計原則・税法その他社会規範に照らし、適
切に行われるように管理する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項及び使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
イ　監査役を補助すべき使用人を置く場合は、予め監査役会の同意を得るものとする。
ロ　監査役がその業務を補助すべき使用人を選定した場合、当該使用人は取締役または他の
使用人の指揮命令を受けないものとし、人事考課は監査役が行い、人事異動・賃金等の改
定については、事前に監査役の同意を得るものとする。
ハ　当該使用人が他部署の業務を兼務している場合、監査役に係る業務を優先して従事する
ものとする。
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⑦　当社並びに当社の子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査
役への報告に関する体制
イ　取締役及び使用人は、監査役会に対して、当社及び当社グループに著しい損害を及ぼす
事実が発生または発生する恐れがあるとき、あるいは取締役及び使用人による違法または
不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきと定めた事項が生じたときは、
速やかに当該内容を報告する。
ロ　監査役は、「取締役会」･「経営会議」等に出席し、重要な意思決定の過程及び業務の
執行状況を把握するとともに、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取
締役及び使用人にその説明を求める。

⑧　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
イ　当社及び当社の子会社は、当該報告をした者に対してこれを理由に不利な取扱いを行う
ことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に対し、周知・徹底する。
ロ　取締役または使用人が内部通報窓口等を利用し、監査役への通報を希望する場合は、速
やかに監査役へ報告する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等を請求したときは、当

該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに、当該費用または
債務を処理する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ　監査役会は、代表取締役、会計監査人及び各業務執行取締役並びに重要な各使用人と定
期的に情報・意見交換を行う。
ロ　監査役会は、必要に応じて顧問弁護士、会計監査人と意見交換及び協議し、監査業務に
関して連携を図る。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　重要な会議の開催状況
イ　取締役会を17回（書面決議を除く。）開催し、法令に定められた事項や重要事項を決議
するとともに職務の執行状況を報告し、確認を行っております。
ロ　監査役会を17回開催し、各監査役の監査状況を報告するとともに内部統制監査室より内
部監査の報告を受け、業務執行の監査を行っております。

②　コンプライアンスに関する取組み状況
イ　当社グループは、コンプライアンスに関する内部統制の整備及び監督の実施に向け、
「マキヤグループ行動規程」等の遵守を図り、その体制の維持及び整備を推進するための
教育・研修等を適宜に実施しております。
ロ　法的・倫理的問題を早期に発見し是正するための体制として、総務部内に「コンプライ
アンス室」を設置し、運営をしております。

－ 20 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

③　損失の危険の管理に関する取組み状況
　不測の事態に備え、「マキヤグループ災害対策基本方針」を定めるとともに、「大災害
対応マニュアル」を策定し、「ＢＣＰ（事業継続計画）」の発動手順を整備し、事業継続
に向けての実施体制の確立を図っております。

④　取締役の職務執行の効率性確保に関する取組み状況
イ　当社の取締役会は、社外取締役３名を含む８名で構成され、いずれも社外監査役である
監査役３名も出席しております。取締役会は月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締
役会を開催し、業務執行に関する重要事項を協議・決定するとともに、グループ各社の職
務の執行を監督しております。また、資料の事前配布等により、重要案件の審議に必要な
時間を十分に確保するよう努めております。
ロ　経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、事前に取締役、各部長及び常勤監査
役によって構成され、定期的に開催される経営会議において議論並びに審議を行っており
ます。

⑤　監査役への報告及び内部監査部門との連携状況
イ　監査役は、当社グループの重要な会議に出席し、必要な報告を受けております。また、
各取締役、会計監査人及び内部統制監査室との会合を定期的に行い、情報交換を行ってお
ります。
ロ　常勤監査役は、定期的に内部監査室より監査の実施状況等の報告を受けております。
ハ　財務報告の信頼性の確保については、監査計画に基づき内部統制監査室が内部統制評価
を実施し、監査役会に報告しております。

⒍　株式会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

⒎　剰余金の配当等の決定に関する方針
利益配分につきましては、新規出店投資、災害リスク対策、地域社会等への貢献、環境対策投
資等の将来の事業展望に備え、内部留保による企業体質を強化し、企業価値と株主価値の向上を
図ることを、経営の最重要課題として位置づけており、株主の皆様には安定した配当を維持する
ことが望ましいと考えております。営業利益率の改善など効率的な企業経営を通じ資本収益性を
高めることによりＰＢＲの改善に取り組みながら利益配分を行っていく方針であります。
当期の配当金につきましては、中間配当10円、期末配当10円、併せて年間配当20円といたし

ました。
また、当社は、株主優待制度も導入しており、株主様の持株数に応じて、エスポット、ポテ

ト、マミー全店及び静岡県、山梨県の業務スーパー全店でご利用できる「お買物割引券」を毎年
２回発行させていただいております。近隣に当社グループ店舗がない場合は、当社ホームページ
の「ご意見ご要望」（https://www.makiya-group.co.jp/contact/index.php）などでご連絡
いただくことにより、カタログギフト等と交換することも可能としております。
自己株式の処分、活用につきましては当社の財務状況や株価の推移なども勘案しつつ、より良
い資本政策を検討してまいります。
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連結貸借対照表

（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

科 　 　 　 目 金　　額 科 　 　 　 目 金　　額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

11,972,485

3,956,449

1,909,617

5,722,884

383,756

△222

26,121,054

18,386,253

8,992,612

18,296

50,833

8,145,493

1,107,480

71,535

2,603,946

1,762,395

14,266

827,284

5,130,853

1,233,776

540,884

144,823

3,163,951

48,417

△1,000
　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 12,992,488

買 掛 金 6,427,132
短 期 借 入 金 2,420,371
リ ー ス 債 務 380,535
未 払 金 1,795,628
未 払 法 人 税 等 507,236
契 約 負 債 757,601
賞 与 引 当 金 162,370
役 員 賞 与 引 当 金 5,910
そ の 他 535,703

固 定 負 債 5,731,089
長 期 借 入 金 3,151,171
リ ー ス 債 務 838,439
退 職 給 付 に 係 る 負 債 582,334
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 114,820
資 産 除 去 債 務 660,998
そ の 他 383,325

負 債 合 計 18,723,577
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 18,709,919
資 本 金 1,198,310
資 本 剰 余 金 1,083,637
利 益 剰 余 金 16,874,322
自 己 株 式 △446,350

その他の包括利益累計額 660,042
その他有価証券評価差額金 578,290
退職給付に係る調整累計額 81,752

純 資 産 合 計 19,369,962
資 産 合 計 38,093,539 負 債 及 び 純 資 産 合 計 38,093,539

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

( 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 76,711,947
売 上 原 価 59,480,266

売 上 総 利 益 17,231,680
営 業 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入 622,767
営 業 総 利 益 17,854,448

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,626,599
営 業 利 益 2,227,848

営 業 外 収 益
受 取 利 息 ・ 配 当 金 18,887
投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,477
受 取 手 数 料 68,545
仕 入 割 引 5,883
リ サ イ ク ル 収 入 44,781
受 取 保 険 金 13,308
そ の 他 営 業 外 収 益 64,224 226,108

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,023
株 主 優 待 費 用 23,018
災 害 に よ る 損 失 2,812
そ の 他 営 業 外 費 用 9,690 57,546
経 常 利 益 2,396,411

特 別 損 失
減 損 損 失 292,855 292,855

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,103,556
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 702,789
法 人 税 等 調 整 額 △53,476 649,312
当 期 純 利 益 1,454,243
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,454,243

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで )

（単位：千円）

残高及び変動事由
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,198,310 1,083,637 15,594,786 △446,350 17,430,383

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,707 △174,707

親会社株主に帰属する当期純利益 1,454,243 1,454,243

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,279,535 － 1,279,535

当 期 末 残 高 1,198,310 1,083,637 16,874,322 △446,350 18,709,919

残高及び変動事由
その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 369,318 △18,750 350,568 17,780,951

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,707

親会社株主に帰属する当期純利益 1,454,243

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 208,971 100,503 309,474 309,474

当 期 変 動 額 合 計 208,971 100,503 309,474 1,589,010

当 期 末 残 高 578,290 81,752 660,042 19,369,962

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記事項
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等）

⒈　連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

連結子会社の数　　６社
主要な連結子会社の名称

株式会社ＭＫ・サービス、株式会社ユージュアル
連結の範囲の変更

株式会社ユージュアルは、2024年２月26日付で当社が株式を100%取得し完全子会社
化したため、連結の範囲に含めております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
―

⒉　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社の状況

持分法適用の非連結子会社または関連会社数　０社
⑵　持分法を適用していない関連会社

持分法を適用していない関連会社数　　　　　０社
⒊　連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
⒋　会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券
ａ　市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　デリバティブ
時価法

③　棚卸資産
ａ　商品

店舗
売価還元法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ＥＣ事業
売価還元法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

配送センター
移動平均法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ただし、一部の生鮮食料品は最終仕入原価法
ｂ　貯蔵品

　最終仕入原価法
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連結注記表

建物及び構築物 ２年～50年
機械装置及び運搬具 ２年～15年
工具器具及び備品 ２年～20年

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く。）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
④　長期前払費用

均等償却を採用しております。
なお、主な償却期間は５年であります。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の基準により貸倒引当金を計上しておりま
す。
ａ　一般債権

貸倒実績率法
ｂ　貸倒懸念債権及び更生債権

財務内容評価法
②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度
に見合う額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し
ております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。
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連結注記表

エスポット業態の店舗資産 255,567千円
その他業態の店舗資産 37,287千円

⑸　収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適
用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス
と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は
以下のとおりであります。

商品の販売に係る収益は、主に店舗における食品や日用品等の物品販売であり、通常、物
品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されるため、当該物品の引渡時点において収益
を認識しております。

なお、消化仕入取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額
を差し引いた純額で収益を認識しております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金利息

③　ヘッジ方針
借入金に係る金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。
⑺　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、9年間の均等償却を行っております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損損失の認識の要否

⑴　当連結会計年度に計上した金額
エスポット業態の店舗資産1,798,318千円、その他業態の店舗資産332,053千円、賃貸物

件522,606千円について減損の兆候が認められたため、減損損失の認識の要否を検討いたし
ました。

その結果、減損損失の認識が必要と判定され、減損損失を計上した資産は以下のとおりで
あります。
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のれん 1,762,395千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
資産のグルーピングは、主に店舗別及び賃貸物件別に行っております。
減損の兆候があると認められる資産グループについては、資産グループから得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較し、減損損失の認識の要否を判定して
おります。

その結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、帳簿価額の減少額を減損損失として認識しております。

店舗資産の将来キャッシュ・フローの見積りは、店舗の利益計画を基礎としております。
店舗の利益計画には、店舗改装による売上高の増加見込みやコスト削減施策による荒利益率
の改善見込み等の仮定を織り込んでおり、これらの仮定は不確実な経済環境の変化の影響を
受けることによって翌連結会計年度の将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

のれんの評価
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

のれんは、事業計画に基づく投資の回収期間で将来キャッシュ・フローが見積られてお
り、事業計画については株式会社ユージュアルの企業結合時に見込まれる超過収益力が将来
にわたり発現することを勘案し策定しています。

企業結合時の取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額であったことから
減損の兆候を識別しましたが、事業計画を基礎とした割引前将来キャッシュ・フローの総額
が帳簿価額を上回っていることから、減損損失を認識しないと判断しております。
②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの主要な仮定は、売上高成長率、売上総利益
率と判断しています。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記の主要な仮定である売上高成長率や売上総利益率は見積りの不確実性が高く、将来

の予測不能な事業上の前提条件の変化によって見積りが変更した場合には、翌連結会計年
度の連結計算書類に影響が生じる可能性があります。
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⒈　有形固定資産の減価償却累計額 21,723,490千円

建物及び構築物 153,563千円
土地 2,124,443千円
投資有価証券 144,700千円

計 2,422,706千円

短期借入金 647,322千円
長期借入金 1,879,847千円

計 2,527,169千円

場所 用途 種類 減損損失
静岡県 店舗　６店舗 建物他 292,855千円

合計 292,855千円

種 類 減 損 損 失
建 物 及 び 構 築 物 229,911千円
機械装置及び運搬具 1,188千円
工 具 器 具 及 び 備 品 422千円
土 地 25,596千円
リ ー ス 資 産 17,536千円
そ の 他 18,199千円
合 計 292,855千円

（連結貸借対照表に関する注記）

⒉　担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実
施している管理会計上の単位である店舗別及び賃貸物件別に、遊休資産についても個別物件別
に行っております。また、本社他の資産グループについては、独立したキャッシュ・フローを
生み出さないことから共用資産としております。

当社グループは、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗等を対象と
し、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

その内訳は以下のとおりであります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価額を見積り、いずれか
高い価額により測定しております。

なお、正味売却価額は、主に不動産鑑定評価額等合理的な見積りにより評価しております。
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普通株式 10,540千株

決　議 株式の種類 配当金の総
額（千円）

1株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日

2023年５月８日
取締役会 普通株式 74,874 7.50 2023年

３月31日
2023年

６月30日
2023年11月７日
取締役会 普通株式 99,832 10.00 2023年

９月30日
2023年

12月４日

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総
額（千円）

1株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日

2024年５月14日
取締役会 普通株式 利益剰余金 99,832 10.00 2024年

３月31日
2024年

６月28日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
⒈　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

⒉　配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

2024年５月14日開催の取締役会において次のとおり決議しました。
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（金融商品に関する注記）
⒈　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に小売事業を行うための設備投資計画に照らして、中長期的な設備資金

を主に銀行借入や社債発行により調達し、短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま
す。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない
方針であります。
⑵　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、その殆どが顧客のクレジットカード決済等による売上代金の未収
金であり、取引先の信用リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であります。

また、店舗建物及び敷地等の賃借や営業に伴う敷金及び保証金の差入れを行っており、差入
先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナ

ンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもので
あります。金利については、固定金利により調達しております。変動金利により調達する場合
には、変動リスクに晒されますが、デリバティブ取引を利用してヘッジすることとしておりま
す。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
金利スワップ取引であります。
⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
売掛金、敷金及び保証金については、一般売掛金規程に従い、取引先ごとの管理台帳に基

づき回収期日及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の一般売掛金規程に準じて、同様の
管理をしております。
②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や株式発行会社の財務状況等を把握し、取引先企
業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

また、借入金に係る支払金利については固定金利を利用しておりますが、変動金利により
資金調達する場合には、原則として変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用す
ることとしております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告等に基づき経理・財務部が適時に資金繰計画を策定、
更新するとともに、資金繰実績との対比分析をすることなどにより流動性リスクを管理して
おります。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。
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（単位：千円）

内 容 連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

⑴投資有価証券
その他有価証券 1,229,623 1,229,623 ―

⑵敷金及び保証金
①敷金 1,622,558 1,429,102 △193,455
②保証金 1,541,392 1,077,006 △464,386

資産　計 4,393,575 3,735,733 △657,842
⑴長期借入金 4,763,443 4,745,647 △17,796
⑵リース債務 1,218,974 1,141,103 △77,870

負債　計 5,982,417 5,886,751 △95,666

内 容 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 4,152

⒉　金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）2.をご参照くださ

い。）。

（注）⒈　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払
法人税等」については、現金及び短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似す
るものであることから、記載を省略しております。

（注）⒉　以下の金融商品は、市場価格のない株式等であることから、「⑴投資有価証券」には
含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりでありま
す。

（注）⒊　１年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
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（単位：千円）

内 容 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

敷金及び保証金 503,218 232,397 383,389 2,044,945

（単位：千円）

内 容 １年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 1,612,271 1,287,839 977,267 602,295 283,769 ―

リース債務 380,535 305,740 235,558 170,736 94,558 31,844

（注）⒋　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）⒌　借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

⒊　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
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（単位：千円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

投資有価証券

その他有価証券 1,229,623 ― ― 1,229,623

（単位：千円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

敷金及び保証金

敷金 ― ― 1,429,102 1,429,102

保証金 ― ― 1,077,006 1,077,006

資産　計 ― ― 2,506,109 2,506,109

長期借入金 ― 4,745,647 ― 4,745,647

リース債務 ― 1,141,103 ― 1,141,103

負債　計 ― 5,886,751 ― 5,886,751

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金
これらの時価は、償還予定時期を見積り、その将来キャッシュ・フローと、償還までの期

間に対応する国債の利回り等の適切な指標に基づく利率をもとに割引現在価値法により算定
しており、レベル３の時価に分類しております。

長期借入金、リース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価

2,006,342 1,583,553

（単位：千円）
事業区分

合計小売業 不動産賃貸
事業 ＥＣ事業

物品販売（フード） 61,681,201 － － 61,681,201
物品販売（ノンフード） 15,030,746 － － 15,030,746
顧客との契約から生じる収益 76,711,947 － － 76,711,947
その他の収益（不動産賃貸等） 207,173 415,594 － 622,767

営業収益合計（注） 76,919,120 415,594 － 77,334,715

（単位：千円）
当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

契約負債 797,528 757,601

（賃貸等不動産に関する注記）
⒈　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、静岡県その他の地域において、賃貸用の店舗（土地を含む。）を有しております。
⒉　賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）⒈　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注）⒉　当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（収益認識に関する注記）
⒈　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）営業収益は、売上高及び営業収入の合計金額であります。なお、連結損益計算書の不動産賃貸収入のうち、
当社店舗の敷地内で営業するテナント等の収入については、「小売業」に含めております。

⒉　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記事項「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 ⒋　会計方針に関す

る事項」の「⑸　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
⒊　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

契約負債の残高

契約負債は主に発行した商品券やプリペイドカードへの入金額であり、顧客の利用時に収益
の認識に伴い取り崩されます。当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える
重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略して
おります。

なお、当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
797,528千円であります。
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連結注記表

⒈　１株当たり純資産額 1,940円23銭
⒉　１株当たり当期純利益 145円66銭

親会社株主に帰属する当期純利益 1,454,243千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,454,243千円
普通株式の期中平均株式数 9,983千株

被取得企業の名称 事業の内容
株式会社ユージュアル 総合EC小売及び自社商品の企画・販売
株式会社ＰＥＡＫＳ＆ＴＲＥＥＳ 通信販売業

被取得企業の名称 事業の内容
Ｃｈｅｅｋｙ株式会社 通信販売業
ＫｏｒｏＰｏｃｋｌｅ株式会社 通信販売業
株式会社Ｌａ　Ｓｔａｎｔａ 通信販売業

（１株当たり情報に関する注記）

＊１株当たり当期純利益の算定上の基礎

（企業結合に関する注記）
取得による企業結合
⒈　企業結合の概要

⑴　非取得企業の名称及びその事業の内容
（子会社）

（孫会社）

⑵　企業結合を行った主な理由
ユージュアルグループは、Ａｍａｚｏｎ、楽天市場、Ｙａｈｏｏ！ショッピングのインタ

ーネットモールにおいてＥＣ事業を展開しております。同社は、ＥＣビジネスの高い知見・
ノウハウを有し、運営するショップは消費者から極めて高い評価を獲得しております。自社
ツールを用いた旬の売れ筋商品の選定と仕入販売、またメーカーと協力して開発した競争力
のある自社企画商品の販売により、順調に売上高を拡大しております。

「少子高齢化と人口減少」、「消費者の生活コストの増大による可処分所得の減少」、
「オーバーストア化による競争環境の激化」など、当社グループを取り巻く経営環境を見据
えたビジネスモデルの構築は、中長期的な重要課題であると認識しております。

このような状況のもと、当社グループが展開する店舗小売事業とユージュアルグループが
展開するＥＣ事業の融合によるシナジー効果により、顧客マーケットの拡大、新たな仕入ル
ートの開拓による商品力強化、顧客の囲い込みによる収益性の拡大、新たな事業参入による
経営リスクの分散化等、当社グループ並びにユージュアルグループのそれぞれの事業拡大に
よる経営基盤の強化が図れるものと判断いたしました。

⑶　企業結合日
2024年２月26日（みなし取得日2024年３月31日）
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連結注記表

被取得企業の名称 取得の対価 取得原価
株式会社ユージュアル 現金及び預金 1,898,800千円
株式会社ＰＥＡＫＳ＆ＴＲＥＥＳ 現金及び預金 1,200千円

合計 1,900,000千円

流動資産 613,350千円
固定資産 82,949千円
資産合計 696,299千円
流動負債 460,691千円
固定負債 98,004千円
負債合計 558,695千円

⑷　企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑸　結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はありません。

⑹　取得した議決権比率
取得後の議決権比率　100％

⑺　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得したことによるもの

⒉　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりま

せん。

⒊　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

⒋　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　94,340千円

⒌　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
⑴　発生したのれんの金額

1,762,395千円
⑵　発生原因

被取得企業の今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものです。
⑶　償却方法及び償却期間

９年間にわたる均等償却

⒍　企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 37 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
リ ー ス 資 産
水 道 施 設 利 用 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他 投 資
貸 倒 引 当 金

　

10,581,099
3,126,453
1,769,285
5,282,177
42,236
16,020
65,258
279,796
△129

26,156,161
18,207,039
8,510,814
408,212
13,354

0
40,140

8,145,493
1,017,488
71,535
829,878
377,834
402,471
34,383
14,266
922

7,119,243
1,233,776
2,004,341
70,000
35,070
92,839
543,978
3,130,994

9,241
△1,000

　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 12,379,282

買 掛 金 6,169,720
短 期 借 入 金 800,000
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,610,267
リ ー ス 債 務 353,599
未 払 金 1,599,311
未 払 法 人 税 等 471,993
未 払 消 費 税 等 261,323
未 払 費 用 8,068
契 約 負 債 757,601
賞 与 引 当 金 157,710
役 員 賞 与 引 当 金 5,250
そ の 他 流 動 負 債 184,436

固 定 負 債 5,698,710
長 期 借 入 金 3,146,515
リ ー ス 債 務 765,485
退 職 給 付 引 当 金 646,907
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 114,820
預 り 敷 金 及 び 保 証 金 383,325
資 産 除 去 債 務 641,656

負 債 合 計 18,077,993
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 18,080,977
資 本 金 1,198,310
資 本 剰 余 金 1,083,637
資 本 準 備 金 1,076,340
そ の 他 資 本 剰 余 金 7,297

利 益 剰 余 金 16,245,380
利 益 準 備 金 195,121
そ の 他 利 益 剰 余 金 16,050,258
圧 縮 積 立 金 74,485
別 途 積 立 金 8,265,000
繰 越 利 益 剰 余 金 7,710,773

自 己 株 式 △446,350
評 価 ・ 換 算 差 額 等 578,290
その他有価証券評価差額金 578,290

純 資 産 合 計 18,659,267
資 産 合 計 36,737,260 負 債 ・ 純 資 産 合 計 36,737,260

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 76,151,062
売 上 原 価 59,160,006

売 上 総 利 益 16,991,055
営 業 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入 664,191
営 業 総 利 益 17,655,247

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,475,856
営 業 利 益 2,179,391

営 業 外 収 益
受 取 利 息 ・ 配 当 金 58,881
投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,477
受 取 手 数 料 67,934
仕 入 割 引 5,883
リ サ イ ク ル 収 入 44,460
受 取 保 険 金 13,308
そ の 他 営 業 外 収 益 51,408 252,354

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,334
株 主 優 待 費 用 23,018
災 害 に よ る 損 失 2,812
そ の 他 営 業 外 費 用 9,165 56,331
経 常 利 益 2,375,414

特 別 損 失
減 損 損 失 292,855 292,855
税 引 前 当 期 純 利 益 2,082,559
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 655,297
法 人 税 等 調 整 額 △55,349 599,948
当 期 純 利 益 1,482,611

損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで)

（単位：千円）

残高及び変動事由

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金 そ　の　他

利益剰余金 利益剰余金合計

当 期 首 残 高 1,198,310 1,076,340 7,297 1,083,637 195,121 14,742,354 14,937,476

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,707 △174,707

当 期 純 利 益 1,482,611 1,482,611

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 1,307,903 1,307,903

当 期 末 残 高 1,198,310 1,076,340 7,297 1,083,637 195,121 16,050,258 16,245,380

残高及び変動事由
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △446,350 16,773,073 369,318 369,318 17,142,392

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,707 △174,707

当 期 純 利 益 1,482,611 1,482,611

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 208,971 208,971 208,971

当 期 変 動 額 合 計 － 1,307,903 208,971 208,971 1,516,875

当 期 末 残 高 △446,350 18,080,977 578,290 578,290 18,659,267

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

残高及び変動事由 圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金
合計

当 期 首 残 高 74,485 8,265,000 6,402,869 14,742,354

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,707 △174,707

当 期 純 利 益 1,482,611 1,482,611

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,307,903 1,307,903

当 期 末 残 高 74,485 8,265,000 7,710,773 16,050,258

（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

建物（建物附属設備を含む） ２年～42年
構築物 ３年～50年
機械及び装置 ５年～15年
車両運搬具 ２年～４年
工具器具及び備品 ２年～20年

個別注記事項
（重要な会計方針）
⒈　資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券
ａ　市場価格のない株式等以外のもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　商品
店舗
売価還元法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

配送センター
移動平均法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ただし、一部の生鮮食料品は最終仕入原価法
②　貯蔵品
最終仕入原価法

⒉　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く。）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
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個別注記表

⑷　長期前払費用
均等償却を採用しております。
なお、主な償却期間は、５年であります。

⒊　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の基準により貸倒引当金を計上しておりま
す。
①　一般債権
貸倒実績率法

②　貸倒懸念債権及び更生債権
財務内容評価法

⑵　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合
う額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

⑸　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⒋　収益および費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用し
ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとお
りであります。
商品の販売に係る収益は、主に店舗における食品や日用品等の物品販売であり、通常、物品
を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されるため、当該物品の引渡時点において収益を認
識しております。
なお、消化仕入取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を
差し引いた純額で収益を認識しております。
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エスポット業態の店舗資産 255,567千円
その他業態の店舗資産 37,287千円

⒌　重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金利息

⑶　ヘッジ方針
借入金に係る金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を行っております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

⒍　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損損失の認識の要否
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
エスポット業態の店舗資産1,798,318千円、その他業態の店舗資産332,053千円、賃貸物

件522,606千円について減損の兆候が認められたため、減損損失の認識の要否を検討いたし
ました。
その結果、減損損失の認識が必要と判定され、減損損失を計上した資産は以下のとおりで
あります。

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記事項「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。
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関係会社株式 2,004,341千円

⒈　有形固定資産の減価償却累計額 21,105,035千円
⒉　関係会社に対する短期金銭債権 41,508千円
⒊　関係会社に対する短期金銭債務 395,261千円

建物 153,563千円
土地 2,124,443千円
投資有価証券 144,700千円

計 2,422,706千円

１年内返済予定の長期借入金 647,322千円
長期借入金 1,879,847千円

計 2,527,169千円

関係会社株式の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

（うち、株式会社ユージュアル1,993,141千円）
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
関係会社株式は市場価格のない株式であり、純資産額を基準とした価額が、帳簿価額を

50％程度以上下回る場合に減損処理を行いますが、株式会社ユージュアルは事業計画を基
礎とした超過収益力を評価して取得しているため、当該超過収益力を反映させた実質価額
により判定を行っております。
②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
事業計画に基づく超過収益力の評価における主要な仮定は、売上高成長率、売上総利益

率と判断しています。
③　翌事業年度の計算書類に与える影響
上記の主要な仮定である売上高成長率や売上総利益率は見積りの不確実性が高く、将来

の予測不能な事業上の前提条件の変化によって見積りが変更した場合には、翌事業年度の
計算書類に影響が生じる可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

⒋　担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務
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営業取引の取引高
不動産賃貸収入 41,424千円
仕入高 2,393,179千円
販売費及び一般管理費 1,380,725千円
営業取引以外の取引高 1,246千円

場所 用途 種類 減損損失
静岡県 店舗　６店舗 建物他 292,855千円

合計 292,855千円

種 類 減 損 損 失
建 物 191,922千円
構 築 物 37,989千円
機 械 及 び 装 置 1,188千円
工具器具及び備品 422千円
土 地 25,596千円
リ ー ス 資 産 17,536千円
借 地 権 18,199千円
合 計 292,855千円

（損益計算書に関する注記）
⒈　関係会社との取引高

⒉　減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社の減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を実施して
いる管理会計上の単位である店舗別及び賃貸物件別に、遊休資産についても個別物件別に行
っております。また、本社他の資産グループについては、独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから共用資産としております。
当社は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗等を対象とし、回
収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
その内訳は以下のとおりであります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価額を見積り、いずれ
か高い価額により測定しております。
なお、正味売却価額は、主に不動産鑑定評価額等合理的な見積りにより評価しておりま

す。
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普通株式 556千株

繰延税金資産
賞与引当金 47,092千円
未払事業税 23,827千円
契約負債 46,427千円
未払事業所税 8,997千円
退職給付引当金 165,444千円
役員退職慰労引当金 34,285千円
減損損失 532,757千円
一括償却資産 2,766千円
投資有価証券評価損 3,915千円
資産除去債務 191,598千円
土地評価差額金 123,432千円
その他 47,671千円

繰延税金資産小計 1,228,216千円
評価性引当額 △239,381千円

繰延税金資産合計 988,834千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △45,892千円
その他有価証券評価差額金 △246,189千円
土地評価差額金 △118,645千円
圧縮積立金 △34,128千円

繰延税金負債合計 △444,856千円
繰延税金資産の純額 543,978千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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(単位：千円)

種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱ＭＫ・サービス 所有
直接100％ 役員の兼任

商品の仕入 2,393,179 買掛金 221,916

物流費等 1,870,946 未払金 173,308

⒈　1株当たり純資産額 1,869円04銭
⒉　1株当たり当期純利益 148円50銭

損益計算書上の当期純利益 1,482,611千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る当期純利益 1,482,611千円
普通株式の期中平均株式数 9,983千株

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業用店舗設備の一部については、所有権移転外ファ
イナンス・リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決
定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記事項「収益
認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

＊1株当たり当期純利益の算定上の基礎

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（連結配当規制適用会社に関する注記）
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となりま
す。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 島 康 治

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 博 生

独立監査人の監査報告書
2024年５月21日

株 式 会 社 マ キ ヤ
取 締 役 会　御 中

アーク有限責任監査法人
　東京オフィス

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社マキヤの2023年４月１日から2024年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社マキヤ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切で
ない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査
報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、
単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 島 康 治

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 博 生

独立監査人の監査報告書

2024年５月21日
株 式 会 社 マ キ ヤ

取 締 役 会　御 中
アーク有限責任監査法人
　東京オフィス

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マキヤの2023年４月１日から2024年３
月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な
会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書

当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第72期事業年度における取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書
並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書
類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本

－ 53 －



2024/05/30 13:25:42 / 23071759_株式会社マキヤ_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告書

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月28日

株式会社　マ キ ヤ　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 山 梨 正 人 ㊞

社外監査役 加 部 利 明 ㊞

社外監査役 清 川 　 修 ㊞
　

以　上
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位および担当ならびに
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

１ 再任 社内

かわ
川

ら
原

さき
﨑　

やす
康

お
雄

（1954年３月30日生）

　

1990年２月 当社入社　経営管理部長

17,000株

1990年６月 当社取締役
1997年７月 当社常務取締役社長室長兼エスポット営業部

長
2003年11月 ㈱ひのや取締役
2005年４月 当社専務取締役
2005年12月 ㈱ハイデリカ（現㈱MK･サービス）取締役
2006年３月 ㈱MKカーゴ（現㈱MK･サービス）取締役
2008年３月 ㈱MKカーゴ（現㈱MK･サービス）代表取締

役社長
2008年10月 当社代表取締役社長、㈱ハイデリカ（現㈱

MK･サービス）代表取締役社長、㈱ひのや代
表取締役社長

2022年４月 当社代表取締役会長（現任）
2022年６月 (公財)マキヤ奨学会理事長（現任）
2024年２月 ㈱ユージュアル取締役（現任）

候補者とした理由
　当社グループの経営に関する経験・実績・見識を有しており、経営の重要事項の決定や業務の執行を行
うのに適任であると判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

２ 再任 社内

はや
早

 

　
かわ
川

 

　
のり
紀

 

　
ゆき
行

（1958年10月17日生）

　

1981

1991
1993
2004
2009

年

年
年
年
年

４

３
１
９
４

月

月
月
月
月

㈱ダイクマ（現㈱ヤマダホールディングス）
入社
㈱ライフボックス商品部
㈱マキバ商品部長
㈱ホームセンターアント商品部長
当社入社

1,300株

2013年７月 当社ＮＦ商品副部長
2013
2018
2020

年
年
年

12
６
２

月
月
月

当社ＮＦ商品部長
当社取締役執行役員ＮＦ商品部長
当社取締役執行役員ＮＦ商品部長兼販売統括
部長

2021年２月 ㈱ＭＫ･サービス取締役
2021年４月 当社取締役執行役員営業本部長兼販売統括部

長
2021年６月 当社専務取締役執行役員営業本部長
2022年４月 当社代表取締役社長執行役員兼営業本部長

（現任）、㈱MK･サービス代表取締役社長
（現任）

2024年２月 ㈱ユージュアル取締役（現任）
候補者とした理由
　小売業界に長く籍を置き、商品部門に関する豊富な経験・実績・見識を有しており、経営の重要事項の
決定や業務の執行を行うのに適任であると判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類
第１号議案　取締役８名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役
８名の選任をお願いするものであります。

取締役の候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位および担当ならびに
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

３ 再任 社内

たけ
竹

 

　
しま
島

 

　
 

　
 

　
つよし
剛

（1962年10月31日生）

　

1981年 4 月 飯田昭夫税理士事務所入所

1,300株

1995年４月 富士ソフト㈱経営企画部
2006年５月 ㈱エスケーホーム管理部長
2010年４月 当社入社
2011年１月 当社経理・財務副部長
2011年４月 当社経理部長
2015年９月 当社経理・財務副部長
2017
2018

年
年

７
６

月
月

当社経理部長
当社取締役執行役員経理部長

2022年６月 当社取締役執行役員管理本部長兼経理・財務
部長

2023年６月 当社常務取締役執行役員管理本部長兼経理・
財務部長（現任）

2024年２月 ㈱ユージュアル監査役（現任）
候補者とした理由
　経理部門に長く籍を置き、経理･経営企画に関する豊富な経験･実績･見識を有しており、経営の重要事
項の決定や業務執行を行うのに適任であると判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

４ 再任 社内

しの
篠

 

　
はら
原

 

　
ただ
忠

 

　
お
夫

（1971年１月28日生）

　

1993年３月 当社入社

4,000株

2011年１月 当社販促企画（現営業企画）部長
2017年７月 当社執行役員販促・企画統括部長兼営業企画

部長
2017

2018

2020

年

年

年

８

６

２

月

月

月

当社執行役員販促・企画統括部長兼営業企画
部長兼ＥＳＰ販売部長
当社取締役執行役員販売・企画統括部長兼営
業企画部長兼ＥＳＰ販売部長兼開発建設（現
開発）部長
当社取締役執行役員企画・開発部長

2023
2023

年
年

4
10

月
月

当社取締役執行役員営業企画部長
当社取締役執行役員企画開発部長（現任）

候補者とした理由
　当社グループの販売促進・営業企画に関する豊富な経験・実績・見識を有しており、経営の重要事項の
決定や業務の執行を行うのに適任であると判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

５ 再任 社内

さ
佐

 

　
とう
藤

 

　
 

　
 

　
まなぶ
学

（1974年８月14日生）

　

1991年１月 ㈱ひのや入社

300株

2007年４月 マックスバリュ東海㈱入社
2008
2012
2015
2016

年
年
年
年

９
11
８
８

月
月
月
月

当社入社
当社エスポット静岡東店店長
当社エスポット藤枝店店長
当社エスポット西部エリア販売デプトマネー
ジャー

2017年８月 当社エスポット沼津・三島エリア販売デプト
マネージャー

2019
2019
2019
2021

年
年
年
年

２
５
７
６

月
月
月
月

当社人事部長
当社人事部兼総務部長
当社執行役員人事部長兼総務部長
当社取締役執行役員人事部長兼総務部長(現任)

候補者とした理由
　当社グループの店舗運営や人事労務に関する豊富な経験・実績・見識を有しており、経営の重要事項の
決定や業務の執行を行うのに適任であると判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位および担当ならびに
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

６

再任 社外

むかい
向

 

　
 

　
 

　
まさ
眞

 

　
お
生

（1957年３月９日生）

　

1981

1985
1996

年

年
年

10

９
６

月

月
月

監査法人サンワ東京丸の内事務所（現有限責
任監査法人トーマツ）入所
公認会計士登録
監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トー
マツ）社員 ―　株2003年６月 同監査法人代表社員

2018
2019

2019

年
年

年

７
４

６

月
月

月

公認会計士向眞生事務所開所（現任）
㈱アウトソーシングテクノロジー社外取締役
監査等委員（現任）
当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び社外取締役として期待される役割の概要
　公認会計士並びに監査法人の代表社員として長年企業会計に携わり、財務・会計に関する専門的な知識
と豊富な実績・経験を有しており、適切な業務執行に関する判断・指導を期待できる人材であることか
ら、引き続き社外取締役候補者といたしました。
　また、同氏には、会計専門家として、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、主に財
務・会計に関わる事項に関し、当社経営に対する適切な助言や監督を期待しております。
　なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に直接関与された経験はありません
が、公認会計士事務所を経営し、多くの会社経営者と接することにより、会社経営に直接関与したことと
同等の経験を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し
ております。

７
再任 社外

さか
阪

 

　
ぐち
口

 

　
ゆう
裕

 

　
じ
司

（1955年12月29日生）

　

1979年４月 ㈱第一住宅金融入社

―　株

1996年11月 ㈱壱番屋入社
2002
2004

年
年

8
6

月
月

同社取締役･経営企画室長
同社常務取締役

2018年 3 月 同社専務取締役
2021年 2 月 同社退社
2023年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び社外取締役として期待される役割の概要
　外食産業の上場企業役付取締役として長年企業経営に携わり、経営企画・人事総務・コーポレートガバ
ナンスに関する豊富な実績・経験を有しており、適切な業務執行に関する判断・指導を期待できる人材で
あることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。
　また、同氏には、企業経営経験者として、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、主に
人事総務・ガバナンスに関わる事項に関し、当社経営に対する適切な助言や監督を期待しております。

８

再任 社外

たけ
竹

 

　
かわ
川

 

　
ひで
英

 

　
とき
辰

（1976年1月22日生）

　

2006
2006
2014
2023

年
年
年
年

10
10
4
６

月
月
月
月

静岡県弁護士会弁護士登録
あおば法律事務所入所
竹川・鈴木法律事務所入所（現任）
当社社外取締役（現任） ―　株

社外取締役候補者とした理由及び社外取締役として期待される役割の概要
　弁護士として長年法曹界に携わり、法務・コンプライアンスに関する専門的な知識と豊富な実績・経験
を有しており、適切な業務執行に関する判断・指導を期待できる人材であることから、引き続き社外取締
役候補者といたしました。
　また、同氏には、法律専門家として、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、主に法
務・コンプライアンスに関わる事項に関し、当社経営に対する適切な助言や監督を期待しております。
　なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に直接関与された経験はありません
が、弁護士業務を通じて多くの会社経営者と接することにより、会社経営に直接関与したことと同等の経
験を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しておりま
す。
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取締役選任議案

役職 管掌 氏名

スキル・経験

企業
経営

マーケ
ティン
グ・
営業

商品
開発

財務
・

会計

ＩＴ
・

デジ
タル

労務
管理

・人材
開発

法務
・

ガバナ
ンス

ＥＳＧ
・サス
テナビ
リティ

代表取締役会長 川原﨑　康雄 ● ● ● ● ● ●
代表取締役社長 営業本部 早 川 　 紀 行 ● ● ●
常務取締役 管理本部 竹 島 　 剛 ● ● ● ●
取締役 企画開発部 篠 原 　 忠 夫 ●
取締役 人事・総務 佐 藤 　 学 ●
社外取締役 向 　 眞 生 ● ● ●
社外取締役 阪 口 　 裕 司 ● ● ●
社外取締役 竹 川 　 英 辰 ●

（注）⒈　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
⒉　向　眞生氏、阪口裕司氏及び竹川英辰氏は、社外取締役候補者であります。
⒊　当社は、向　眞生氏、阪口裕司氏及び竹川英辰氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として同

取引所に届け出ており、諸氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員として同取引所に届け出を行
う予定であります。

⒋　向　眞生氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。
⒌　阪口裕司氏及び竹川英辰氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
⒍　当社は、社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、当社への損害

賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、当社と向　眞生氏、阪口裕司
氏及び竹川英辰氏との間で、当該責任限定契約を締結しております。諸氏の選任が承認された場合、当
社と諸氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。
その契約内容の概要は、次のとおりであります。
・社外取締役が職務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合、その損害賠償責任限度額は

金200万円または法令が規定する額のいずれか高い額を限度とする。
・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意か

つ重大な過失がないときに限るものとする。
⒎　当社は、保険会社との間で、取締役及び監査役並びに執行役員全員を被保険者として、会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、2024年７月に同内容で更新する予定で
す。本議案において各候補者の選任が承認された場合には、各候補者は当該保険契約の被保険者となり
ます。
・填補される損害範囲の概要

被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けるこ
とによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するものであり、１年毎に契
約更新しております。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等
は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じてお
ります。

・保険料の負担方法
保険料は全額会社負担としております。

⒏　向　眞生氏が社外取締役監査等委員を務める㈱アウトソーシングテクノロジーにおいて、2023年６月、
雇用調整助成金の支給申請手続きの一部が適切に行われていなかった等の疑いが発覚し、同社は管轄労
働局に対して不正受給の疑いのある雇用調整助成金の自主返納を行っております。向　眞生氏は、同社
監査等委員会の委員として同社取締役会においてコンプライアンス重視の視点から提言を行い注意喚起
するとともに、発覚後は再発防止策等の策定・運用について提言を行っております。

（ご参考）第１号議案「取締役８名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、取締役会の体
制と、各取締役が有する主なスキル・経験は以下のとおりとなります。
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取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

第２号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与に関する報酬額等及
び内容の決定の件

当社の取締役の報酬限度額は、2007年６月28日開催の第55期定時株主総会において、年額２
億円以内とご承認いただいておりますが、今般、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図る
インセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、
上記の報酬枠とは別枠で、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に
対し、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することにつきご承認をお願いいたしま
す。
本議案に基づき対象取締役は、当社より支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として
払い込み、当社の普通株式の発行又は処分を受けることといたします。これにより、対象取締役
に対して譲渡制限付株式の付与のために支給される報酬総額は、上記の目的を踏まえ相当と考え
られる金額として、現行の取締役報酬枠とは別枠で、年額30百万円以内とし、譲渡制限付株式の
付与のために発行又は処分される当社の普通株式の総数は年３万株以内といたします（なお、当
社普通株式の株式分割又は株式併合が行われるなど株式数の調整を必要とするやむを得ない事由
が生じたときは、発行又は処分される株式数を合理的に調整することができるものとしま
す。）。
本議案の目的の一つである株主価値の共有を中長期にわたって実現するため、譲渡制限期間
は、譲渡制限付株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その他当社取締役会で定める地
位を喪失する日までとし、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会に
おいて決定することといたします。現在の対象取締役は５名であり、第１号議案「取締役８名選
任の件」が原案どおり承認可決された場合、対象取締役は５名となります。
また、譲渡制限株式の付与のために発行又は処分される当社の普通株式の１株当たりの払込金
額は、取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同
日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役
に特に有利とならない範囲にて取締役会において決定することといたします。
なお、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲
渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものとし、その内容として、
次の事項を含むことといたします。
(1) 譲渡制限期間

対象取締役は、本株式の払込期日から当社の取締役の地位を喪失するまでの間（以下
「本譲渡制限期間」という。）、本株式について譲渡、担保権の設定その他の処分をし
てはならない（以下「本譲渡制限」という。）。
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取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

(2) 譲渡制限の解除
対象取締役が継続して当社の取締役の地位にあることを条件として、本譲渡制限期間
の満了時において、本株式の譲渡制限を解除する。ただし、死亡、任期満了その他、当
社の取締役会が正当と認める理由により本地位を喪失した場合は、譲渡制限を解除する
本株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとす
る。

(3) 無償取得事由

① 当社は、本譲渡制限期間が満了した時点において、本譲渡制限が解除されていない
本株式の全部を当然に無償で取得する。

② その他の無償取得事由は、本割当契約に定めるところによる。
(4) 組織再編等における取扱い

当社は、本譲渡制限期間中に当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社とな
る株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要しない場合において
は、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、合理的に
定める数の本株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除す
る。

(5) 当社による無償取得
上記⑵又は⑷に基づき譲渡制限を解除した時点において、譲渡制限が解除されていな

い本株式について、当社は当然に無償で取得する。
(6) その他の事項

本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

なお、当社は2022年６月29日開催の取締役会において、事業報告「会社役員に関する事項」
の「⑷　役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおり、取締役の個人別の報酬等の
内容の決定方針を決議しておりますが、本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は、
2024年６月27日開催の取締役会において、上記方針を本議案の内容に沿った形で変更すること
を予定しております。また、譲渡制限付株式の価値を割当てに係る取締役会決議日時点の時価で
評価した金額は、上記のとおり年額30百万円を上限とし、譲渡制限付株式の発行済株式総数に占
める割合は0.3％（10年間に亘り、譲渡制限付株式を上限となる株数を発行した場合における発
行済株式総数に占める割合は３％）と希釈化率も軽微であることから、本割当株式の付与は相当
なものであると判断しております。
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役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打切り支給の件

氏 名 略 歴

川原﨑　康雄

1990 年 6 月当社取締役

1997 年 7 月当社常務取締役

2005 年 4 月当社専務取締役

2008 年 10 月当社代表取締役社長

2022 年 4 月当社代表取締役会長（現任）

早　川　紀　行

2018 年 6 月当社取締役

2021 年 6 月当社専務取締役

2022 年 4 月当社代表取締役社長（現任）

竹　島　　　剛
2018 年 6 月当社取締役

2023 年 6 月当社常務取締役（現任）

第３号議案　役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打切り支給の件
当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、2024年５月28日開催の取締役会において、本

株主総会第２号議案「取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与に関する報
酬額等及び内容の決定の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、本総会終結の時を
もって取締役及び監査役を対象とした役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。
これに伴い、在任中の取締役８名及び監査役３名に対し、これまでの労に報いるため、当社の
定める基準に従い、相当額の範囲内において、それぞれの就任期間から本総会終結の時までの在
任期間に対応する退職慰労金を退任時に打切り支給いたしたいと存じます。なお、その具体的な
金額、支給の時期、方法等については、取締役については取締役会、監査役については監査役の
協議に一任願いたいと存じます。
本議案は、役員の報酬等の額の決定に関する方針（その概要は「事業報告　３.会社役員に関
する事項　⑷役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおり）に従い、当社の取締役
会で決議された「役員退職慰労金内規」に定める算定方法に基づき、取締役については取締役
会、監査役については監査役の協議にて決定した額の退職慰労金を支給するものであることか
ら、相当であると判断しております。
なお、本議案は、本株主総会第２号議案「取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付
株式の付与に関する報酬額等及び内容の決定の件」が原案どおり承認可決されることを条件とし
て、効力が生じるものといたします。
打切り支給の対象となる取締役及び監査役の略歴は、次のとおりであります。
（取締役８名）
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役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打切り支給の件

氏 名 略 歴

篠　原　忠　夫 2018 年 6 月当社取締役（現任）

佐　藤　　　学 2021 年 6 月当社取締役（現任）

向　　　眞　生 2019 年 6 月当社社外取締役（現任）

阪　口　裕　司 2023 年 6 月当社社外取締役（現任）

竹　川　英　辰 2023 年 6 月当社社外取締役（現任）

氏 名 略 歴

山　梨　正　人 2023 年 6 月当社社外監査役（現任）

加　部　利　明 2010 年 6 月当社社外監査役（現任）

清　川　　　修 2011 年 6 月当社社外監査役（現任）

（監査役３名）

以　上
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地図

交通機関のご案内
ＪＲ　沼津駅南口より…………タクシー３分・徒歩10分
ＪＲ　三島駅(新幹線)より……タクシー20分
ＪＲ　大岡駅(御殿場線)より…タクシー10分
お車　沼津IC(東名高速)より…15分

出発地から株主総会会場まで
スマートフォンがご案内します。
右図を読み取りください。

株主総会会場ご案内図
静岡県沼津市上土町100番地の1

沼津リバーサイドホテル　4階シャングリラ
電話番号（055）952-2411㈹

東名沼津ＩＣ

東海道新幹線
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株主総会会場


